
住民への情報伝達体制

 防護措置（避難、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が必要になった場合は、原子力災害対策
本部から、関係府県及び関係市町に、その内容をＴＶ会議等を活用し迅速に情報提供。

 関係市町は、防災行政無線、広報車等を活用し、住民へ情報を伝達。
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関係市町が整備する住民への情報伝達手段

（高浜町の例）

防災行政無線（戸別受信機）

原子力災害対策本部
（首相官邸）

防災行政無線

（高浜町からの発信）

広報車

防災行政無線（屋外拡声子局）

たか はま ちょう

たか はま ちょう

伊根町
災害対策本部

宮津市
災害対策本部

福知山市
災害対策本部

南丹市
災害対策本部

京丹波町
災害対策本部

京都府
災害対策本部

綾部市
災害対策本部

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
(福井県高浜原子力防災ｾﾝﾀｰ)

舞鶴市
災害対策本部

高浜町
災害対策本部

滋賀県
災害対策本部

高島市
災害対策本部

おおい町
災害対策本部

若狭町
災害対策本部

福井県
災害対策本部

きょうたん ばちょう

あやべし

ふくちやま し

みやづ し

いね ちょう

たかはまちょう

まいづるし

わかさちょう

おばま し

たかしまし

なんたんし

ちょう

小浜市
災害対策本部

おばま し



国の広報体制

 迅速かつ適切な広報活動を行うため、事故情報等に関する中央での記者会見は官邸（内閣官房長
官が会見を行い、原子力規制委員会委員等が技術的な内容等を補足説明）において実施。

 現地での記者会見についてはｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰにおいて実施。

 必要に応じ、在日外国大使館等に情報提供を行うとともに、在外公館を通じて、本国政府や現地ﾒ
ﾃﾞｨｱへ情報提供。

原子力災害現地対策本部
（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ） 関係府県災害対策本部

関係市町
災害対策本部

報道機関

住 民

広報車
防災行政無線 等

ﾃﾚﾋﾞ
ﾗｼﾞｵ
新聞

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

原子力災害対策本部（首相官邸・原子力規制庁）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

【情報発信のｲﾒｰｼﾞ】
【主な広報事項】

①事故の発生日時及び概要

②事故の状況と今後の予測

③原子力発電所における対応状況

④行政機関の対応状況

⑤住民等がとるべき行動

⑥避難対象区域又は屋内退避区域

一元的に情報発信を行うことができる体制
を構築するとともに、発信した情報を共有
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国、関係府県、関係市町による住民相談窓口の設置

 国は、一般からの問合せに対するｺｰﾙｾﾝﾀｰを設置（原子力規制庁）。

 関係府県及び関係市町は、住民からの問合せに対応する相談窓口を設置するとともに、被災者に対する健康相談
窓口等を設置。

 ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰでは、福井県、京都府、滋賀県及び関係市町の問合せ対応を支援。

住民等のﾆｰｽﾞを見極め、柔軟に対応

①事故の発生日時及び概要
②事故の状況と今後の予測
③原子力発電所における対応状況
④行政機関の対応状況
⑤住民等がとるべき行動
⑥避難対象区域又は屋内退避区域
⑦被災企業等への援助・助成措置
⑧被災者への損害賠償請求（関西電力）

ｺｰﾙｾﾝﾀｰ
（原子力規制庁）

相談窓口
（関西電力）

問合せ対応支援
（ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

住民相談窓口
（関係市町）

相談窓口
（福井県庁）

相談窓口
（日本原子力
研究開発機構）

健康相談窓口
（避難所）

健康相談窓口
（保健所）
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相談窓口
（京都府庁）

相談窓口
（滋賀県庁）

心のｹｱ

巡回精神相談

http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055
http://rakud.com/item/creo/f5055


3．PAZ圏内の施設敷地緊急事態
における対応

＜対応のﾎﾟｲﾝﾄ＞
1. PAZ圏内の病院における入院患者（1施設、病床数115人）及びPAZ圏内の社会福祉施設の入所者（4

施設、定員98名）を、あらかじめ定められた避難先又は近傍の屋内退避施設へ移送すること。
2. 在宅の避難行動要支援者（699名）を、あらかじめ定められた避難先又は近傍の屋内退避施設へ移

送すること。
3. PAZ圏内小・中学校、保育所の児童等（児童・生徒数：1059名）について、移動手段を確保し、避難を

開始すること。
4. 全面緊急事態に備えて、PAZ圏内の住民に避難準備を呼びかけると共に、一時集合場所・避難先の

開設、移動手段の確保等の準備を開始すること。

※ 本章では、舞鶴市の「PAZ圏に準じた避難を行う地域」も含めた対応を記載している。
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 高浜町は、警戒事態が発生した段階で全職員を参集し、PAZ圏内の住民が避難のため集合する施設と

して、４ヶ所の一時集合施設を開設し、各々の施設に職員４名を派遣。

 放射線防護対策施設である旧音海小中学校については、別途、地元消防団員３名の派遣を要請。

 警戒事態になった場合、福井県内のバス事業者等は、福井県又は高浜町の要請に備え、バスの配

車準備を開始。高浜町は、避難車両乗車要員としてバス１台につき職員１名を派遣。

高浜町における初動対応
た か は ま ちょう
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たか はまちょう

お と み

内浦地区
うち うら

青郷地区
せい きょう

高浜地区
たか はま

（凡例）

：一時集合施設

高浜町
災害対策本部

たかはまちょう

高浜小学校
たかはま

青郷小学校
せいきょう

内浦小中学校
うちうら

旧音海小中学校
おとみ

各地区の一時集合施設(4ヶ所)、医療機関・社会福祉施設(5ヶ所)、
小中学校(5ヶ所)、保育所(3ヶ所)に避難用バスを配車準備

たか はまちょう

たか はまちょう



高浜町における住民への情報伝達

 PAZ圏内避難の対象となる3地区内の一時集合施設を拠点に、地区単位のｺﾐｭﾆﾃｨを活用した情報伝
達を実施。

 一時集合施設へ派遣された町の職員は、防災行政無線の双方向通信機能や衛星携帯電話等によ

り高浜町災害対策本部と情報を共有。町災害対策本部は、入手した情報を防災行政無線等で伝達。

 医療機関、社会福祉施設、小中学校、保育所、在宅の避難行動要支援者への情報伝達は高浜町災
害対策本部から実施。必要に応じ、自治会長等と協力し、情報伝達を行う。
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たか はま ちょう

たか はま ちょう

た か は ま ちょう

内浦地区
うち うら

青郷地区
せい きょう

高浜地区
たか はま

（凡例）

：一時集合施設

高浜町
災害対策本部

たかはまちょう

高浜小学校
たかはま

青郷小学校
せいきょう

内浦小中学校
うちうら

旧音海小中学校
おと み

● 防災行政無線やケーブルテレビ放送等を活
用し、住民へ情報を伝達

● 戸別に受信可能な防災行政無線を町内全
戸に設置

● 医療機関・社会福祉施設、小中学校・保育
所、在宅の避難行動要支援者への情報伝達
は、町災害対策本部が実施

● 高浜町災害対策本部・一時
集合施設間の情報共有は、
防災行政無線の双方向通
信機能や衛星携帯電話等
で実施

たかはまちょう

防災行政無線（戸別受信機）



 警戒事態になった段階で、市の全職員を参集し、施設敷地緊急事態で、PAZ圏（松尾地区・杉山地

区）及びPAZ圏に準じた避難を行う地域 （大山地区・田井地区・成生地区・野原地区）のバス乗車
場所に避難誘導職員を各２名配置。

 警戒事態になった場合、PAZ圏用の市保有バスを配車するとともに、市内事業者へPAZ圏及びPAZ圏
に準じた避難を行う地域のためのバス及びタクシーを要請。UPZ圏用の車両も含めて可能な限りの
台数を確保し、予め定めた場所に集結させる。

 施設敷地緊急事態で、消防職・団員、市職員は各地区のバス乗車場所付近に活動拠点を設置。

舞鶴市における初動対応
ま い づ る し
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まつお すぎ やま

おお やま

舞鶴市災害対策本部

なり うた い の はら

施設敷地緊急事態で、ＰＡＺ圏の２地区及びＰＡＺ圏
に準じた避難を行う４地区にそれぞれ避難誘導班職
員を各２名配置するとともに、消防職・団員を配置

大山地区

杉山地区

ＰＡＺ圏
松尾地区

成生地区
なり う

野原地区
の はら 田井地区

た い

おおやま

すぎやま

まつお

まいづる し

杉山集会所前

第一駐車場

大山公民館前

田井バス停
水ヶ浦入口

成生漁村センター前

野原バス停前駐車場

（凡例）

：バス乗車場所

た い

なりう

おおやま

すぎやま

のはら

各地区のバス乗車場所(6ヶ所)に避難用バス
及びタクシーを配車開始

ＰＡＺ圏に準じた
避難を行う地域



 PAZ圏及びPAZ圏に準じた避難を行う地域の6地区内の活動拠点を中心に、各地区において広報車、
ハンドマイク等による情報伝達を実施。

 各地区に派遣された市職員、消防職・団員は、携帯電話や防災行政無線の双方向通信機能等を活

用して、舞鶴市災害対策本部と情報を共有。市災害対策本部は、入手した情報を防災行政無線や
メール配信サービス等で伝達。

 医療機関、社会福祉施設、小中学校、保育所、在宅の避難行動要支援者への情報伝達は京都府

災害時要配慮者避難支援センター及び舞鶴市災害対策本部から実施。必要に応じ、自治会長、民
生児童委員、消防団等、地域の協力を得て伝達。

舞鶴市における住民への情報伝達

まい づる し

ま い づ る し

まい づる し
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舞鶴市災害対策本部

大山地区

杉山地区

成生地区
なり う

野原地区
の はら

田井地区
た い

おおやま

すぎやま

松尾地区
まつお

まいづる し

杉山集会所前

第一駐車場

大山公民館前

田井バス停
水ヶ浦入口

成生漁村センター前

野原バス停前駐車場

（凡例）

：バス乗車場所

なりう

た い

おおやま

すぎやま

のはら

● 各地区に派遣された舞鶴市職
員、消防職・団員は、携帯電話や
防災行政無線の双方向通信機能
等を活用して、市災害対策本部と
情報を共有

● 防災行政無線や広報車、市ホームページ、
緊急速報メール、メール配信サービス等を活
用し、住民へ情報を伝達

● 在宅の避難行動要支援者への情報伝達
は、市災害対策本部が自治会長、民生児童
委員、消防団等、地域の協力を得て実施

ＰＡＺ圏に準じた避難を行う地域

ＰＡＺ圏

き ょ う と ふ

さいがい じ よう はいりょ しゃ ひなん しえん




